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防衛省インフラ長寿命化計画（行動計画）の実施に関する細部事項

について（通知） 

 

標記について、防衛省インフラ長寿命化計画（行動計画）について（防整施

（事）第９３号。令和４年３月３０日）別添第９項の規定に基づき、別紙のとお

り定め、令和４年６月３０日から適用することとしたので通知する。 
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別紙 

 

防衛省インフラ長寿命化計画（行動計画）の実施に関する細部事項について 

 

第１ 目的 

本細部事項は、防衛省インフラ長寿命化計画（行動計画）について（防整施

（事）第９３号。令和４年３月３０日）（以下「通達」という。）の別添第９項

の規定に基づき、通達及び防衛省インフラ長寿命化計画（行動計画）の解説につ

いて（防整施第１２７１４号。令和４年６月３０日）（以下「解説」という。）

に定めるもののほか、その他必要な細部の事項について定め、その業務の円滑か

つ効率的な実施を図り、施設の保全に資することを目的とする。 

 

第２ 必要施策に係る取組について 

通達の別添第７項における必要施策に係る取組の促進は、次のとおり行うも

のとする｡ 

  １ 個別施設計画の策定・更新についての協力 

施設保全責任者は、個別施設計画を策定又は更新する場合には、次に掲げる事項

について、必要に応じて、その施設を管轄する地方防衛局の調達部事業監理課長

（以下「事業監理課長」という。）と協議の上、技術的な助言を求めることができ

る。 

ア 中長期的な保全の実施内容に関する事項 

イ 保全の概算金額に関する事項 

ウ その他保全に関する事項 

２ 情報基盤の整備と活用 

  施設の維持管理・更新等に必要なデータベースは、防衛施設建設情報管理システ

ム（ＤＦＩＳ）（建設ＣＡＬＳの利用及び管理等に関する要領について（通知）（防

整施第１８４号。令和３年１月８日）別紙の第１の３（９）に規定）を活用するこ

ととする。施設保全責任者は、防衛施設建設情報管理システム（ＤＦＩＳ）に個別

施設計画の内容を令和３年度中に登録するよう努める。 

３  個別施設計画の報告及び確認 



施設保全責任者は、年度末における国有財産の現況を踏まえ、防衛施設建設情報

管理システム（ＤＦＩＳ）において、個別施設計画を策定又は更新し、個別施設

計画策定・更新報告書（別記様式）を翌年度６月末までに事業監理課長へ提出す

るものとする。なお、防衛施設建設情報管理システム（ＤＦＩＳ）への登録が完

了していない施設は、策定又は更新した個別施設計画についても、事業監理課長

へ提出するものとする。 

事業監理課長は、個別施設計画の内容及び策定・更新状況を確認し、必要に応じ

て、施設保全責任者と協議の上、前号に掲げる事項について、技術的な助言を行

うものとする。 

事業監理課長は、施設保全責任者から提出を受けた個別施設計画策定・更新報告

書を取りまとめ、８月末までに整備計画局施設整備官（以下「施設整備官」とい

う。）へ提出するものとする。 

４ 個別施設計画の情報集約等 

施設整備官は、事業監理課長から提出された個別施設計画の情報を集約し、省

全体における中長期的な維持管理・更新のコスト等を把握の上、問題点を抽出す

るものとする。 

施設整備官は、各自衛隊施設における中長期的な維持管理・更新のコスト等に

関する情報について、施設計画課及び当該施設を所管する大臣官房、防衛大学校、

防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航

空幕僚監部、情報本部、防衛監察本部、地方防衛局、地方防衛支局（長崎防衛支

局を除く。）及び防衛装備庁へ提供するものとする。 



別紙様式

提出日：

No. 機関名 地方局名 駐屯地・基地等名 施設名
建物
番号

策定・更新
策定・更新
年月日

保全台帳 保全計画

平成○年度個別施設計画策定・更新報告書（平成△年度分）

○年○月○日


